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　鮮明な問題意識に支えられた，議論の運びが軽快
な，切れ味鋭い作品というのが一読したときの印象
だった。
　スウェーデンの個々の労働者の賃金がどのように決
まっている（た）のかを 3層縦断的に，つまりナショ
ナルセンター，産業別組合，企業別組織の相互の関係
性を問いながら明らかにしようというのが著者の狙い
である。焦点はブルーカラー，したがってブルーカラー
労働者のナショナルセンターである LO（スウェーデ
ン労働総同盟），その傘下の IF-Metall（スウェーデン
機械・金属労働組合），「クラブ」と呼ばれるその企業
別組織（ボルボ，中堅企業 S社）を 2008 年と 09 年
に訪れ，綿密なヒアリング調査を行った。第 5章から
第 8章までがその成果である。
　しかし，労使関係が分権化し，賃金が個別化したと
いわれる 1990 年代以降の「現在」の断層撮影を行う
だけでなく，歴史的変化がどれほどのものかを明らか
にするため，著者は労使関係がより集権的だった 60
～ 70 年代の中央体制の時代に遡り，同じように 3層
縦断的な賃金決定システムの実態を明らかにする。そ
れが第 3章と第 4章である。
　はじめに，各章の骨子を要約しておこう。
　第 1章（「スウェーデンの労使関係研究の問題点」）
では，まず 5つの先行研究（稲上毅 =ウィッタカー，
宮本太郎，篠田武司，猿田正機，オルソン）をレビュー
する。ひとことでいえば，いずれの研究もスウェーデ
ンの賃金ルール（手続きルールと実体的ルール）がい

かなるものであったのかを 3層縦断的に分析できてい
ない。そのため，個々の労働者の賃金がいかに決まっ
ていたかを明らかにすることができなかった。
　後半では，本書の分析枠組みが提示される。ダン

ロップと石田光男の労使関係論に準拠しながら，企業
横断的な組織（ナショナルセンターと産業別組合）と
企業別組織の関係性を問うためには，実体的ルールに
立ち入って賃金ルールを明らかにする必要がある，と
著者はいう。
　短い第 2章（「労使関係の概観」）では，現在のス
ウェーデン労使関係の全体像とその歴史的変化が素
描される。
　スウェーデンの労使関係はさきの 3層構造から成り
立っているが，いまでもブルーカラー，ホワイトカ
ラー，大卒エンジニアがナショナルセンターから企業
（事業所・職場）組織までを縦断してそれぞれ別の組
合をつくっている。高い組織率などとともに，そこに
スウェーデン労使関係の大きな特徴がある。
　歴史的には，スウェーデンの労使関係は中央体制時
代（1956 ～ 83 年），その「崩壊」後 10 年ほどの混乱期，
そして産業レベルの労使関係時代（1993 年以降）と
いうように 3つに分けることができる。
　第 3章（「中央体制下におけるスウェーデンの労使
関係」）の分析の焦点はナショナルセンターの賃上げ
行動とその規制力にある。中央体制の時代，LOにも
産別にも厳密な意味での企業横断的な賃金表はな
かった。あったのは LOによる 4項目からなる賃上げ
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原資の分配規制である。しかし，その規制の実態は賃
上げ額を表記して賃上げの下限を決めるだけであり，
低賃金者への補塡や賃金ドリフトは企業レベルでの
交渉に委ねられた。したがって，この時代が「本当に
集権的であったのか」（本章の副題）といえば，かな
りの留保が求められるだろう。
　第 4章（「出来高給と賃金ドリフト」）ではさらに一
歩を進めて，スウェーデン・モデルをその内側から蚕
食していった賃金ドリフトがどのように発生したのか
を明らかにしている。
　その秘密を解く鍵は職場での出来高給をめぐる交
渉プロセスにある。結論的にいえば，出来高給算定の
基礎になる作業の能率や時間を「ごまかす」（意図的
に能率を落とし，作業時間を長引かせる）ことによっ
て組合ひいては個々の労働者は高い賃金を手にして
いた。

　第 5章（「調整活動に関する一考察」）は，1997 年
以降のナショナルセンターと産業別組合による賃上げ
調整活動を追っている。
　まず，LOと 96 年に新しい形で組織化されたナショ
ナルセンターの SUWI（スウェーデン産業組合）の賃
上げ調整行動として注目されるのは，SUWI と使用者
団体が締結した「協調協約」（1997 年）にもとづいて
全体としての賃上げ交渉スケジュールが調整されるよ
うになったこと，また産業別組合が賃上げ率の下限を
決めるのに先立って，LOや SUWI が産業横断的な賃
上げ率の下限にかんして産業間調整を行っていること
である。さらに，興味深いことに，もっとも早く産別
協約を締結したセクター（IF-Metall 最大のエンジニ
アリングセクター）の賃上げ率がその上限となるとい
う「暗黙のルール」も働いているらしい。
　IF-Metall による産業内調整とは，その執行委員会
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と実際に経営側と賃金交渉を行う主体である交渉委
員会（NB：Negotiation�Body）の関係を意味する。
NB責任者は執行委員会が指名する。NBの要求案も
執行委員会が素案をつくる。執行委員会はNBにたい
して強制的に協約を締結させる権限をもっている。
NBが締結した仮協約を正式な労働協約として承認す
るのも執行委員会である。紛争にかんする指揮権も執
行委員会が握っている。他方，執行委員会の判断にた
いしては，NBがいくつもの権限をもち，その独走に
歯止めをかけている。
　第 6章（「現在の賃金決定システム」）では，まず産
業別交渉によって 3年に 1回，傘下の企業レベルでの
賃上げ率の下限が設定されることにふれている。それ
を下回ることはできない。毎年行われる企業レベルの
交渉では，下限に上乗せする賃上げ率とその原資配分
を自由に決めることができる。企業（事業所）に「ク
ラブ」がないときは，IF-Metall エンジニアリングセ
クターの地方支部の役員が会社側と交渉する。企業レ
ベルで労使が合意できなかった場合，産業レベルの労
使が仲裁に入ることになるが，「クラブ」はそうした
介入を好まない。上乗せ賃上げ率が低く抑えられやす
いからである。逆にいえば，そういう形で「クラブ」
の交渉力に歯止めがかかっている。
　第 7章（「賃金制度の個別化と企業内労使関係」）で
は，ボルボのトゥーシランダ工場のプロダクション
ワーカーとメインテナンスワーカーの賃金制度と査定
の実態が明らかにされる。
　プロダクションワーカーの基準内賃金は，基本給（職
務資格給），勤続給，ボーナス，査定部分の 4つから
なる。圧倒的な比重を占めるのは基本給だが，その昇
格年数が決まっており，ほぼ自動昇格になっている。
勤続給は勤続年数にリンクして増える手当，またボー
ナスは一律の手当であり，ふたつの手当で基本給の
10％ほどになる。問題は査定だが，職場の組合や一般
組合員が査定に深くかかわることによって，実態的に
はほぼ全員が基本給の 10％（メインテナンスワーカー
は 30％）をもらっている。したがって，賃金制度自
体必ずしも個別化しておらず，査定も集団的に規制さ
れている。
　同時に，ブルーカラー労働者の昇進・昇格の天井が
低いこと，査定がマネジメントのツールになっていな

いことなどが明らかにされる。
　第 8章（「もう一つの企業レベルにおける賃金交渉」）
では，中堅企業 S社（自動車の販売と修理）の労使
関係と賃金交渉が検討される。固定給（全体の 7割）
と査定給（能力給）からなる賃金のうち，前者は産別
協約がそのまま適用され，後者の査定部分は労使交渉
によって形骸化されていく実態が描写されている。
　終章（「スウェーデンの労使関係」）では，かつての
中央体制が産業レベルの労使関係時代へと変わり，労
使関係は分権化したが，賃金が個別化したのかといえ
ば，そうではない。「企業レベルの組合や組合員の交
渉態度と交渉力は，時代が変わっても，ほとんど変化
していない」（241 頁）からである。これが本書の最
も基本的な事実発見とされる。
　そのうえで，何がこの強い交渉力の源泉なのかと自
問し，組織率の高さのほか，4つの検討課題（80 年代
の労使関係，脆弱な経営，訓練制度や内部労働市場，
労働市場政策）をあげている。

　ひとつの印象的な図柄が鮮やかに描き出された。そ
の力量は称賛に値する。
　しかしなお，著者みずから書いているように，ス
ウェーデンの労使関係も賃金制度もまことに複雑であ
り（同一企業のブルーカラーでも賃金制度が異なる），
本書は「スウェーデンの労使関係のごく一部」（239 頁）
を明らかにしたにすぎない。そういう意味で，今後解
明されるべき多くの課題が残されている。
　ふたつの時代の断層撮影とその比較はたしかに有
意義だが，同時に，その進化プロセスを凝視すべきで
ある。ふたつの時期に支配的な賃金制度は大いに変
わった。それは，90 年代前半のスウェーデン経済の
マイナス成長と大量失業という辛酸を舐めて結ばれた
新たなサルチオバーデン協定とでもいうべき 97 年の
労使「協調協約」の精神とどう関係しているのか。か
つての賃金ドリフトはどこに行ったのか。どのように
新たな賃金制度のなかに組み込まれ，透視化されたの
か。それに関連して，ブルーカラーの賃金格差抑制的
な職場連帯主義は職場・職種間，企業間，産業間の賃
金格差といかに両立しているのか。ナショナルセン
ターや産別の下限賃上げ率はいかなる算式で導出さ
れるのか。
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　もうひとつ，旧モデル崩壊のひとつの原因だったユ
ニオン・ライバルリーはどこに行ったのか。その意味
で，いまは未熟でも，ホワイトカラーや大卒エンジニ
アの組合を含む新設 SUWI の活動と機能についてさ
らに掘り下げてみる必要がある。すべてが経路依存的

な進化プロセスのなかにあるからである。たゆまぬ研
鑽とその成果に期待したい。

　本書は労働史研究の最高峰である。近代西洋の技術
を移植しつつ，新しい技術を開発するために変化する
工場現場で模索された組織編制と，それに呼応するよ
うに展開した工業実業教育を合わせ鏡に描いている。
すなわち，前編で「実業教育の展開と工業学校」，後
編で「工場の組織と技手・工手」を分析しており，学
校教育と労働問題を接合させ，それぞれ実業教育史研
究と労働史研究として高い水準に達している。考証は
緻密であり，特に前編ではかなり重要な問題提起に
なっている。しかし，その一つ一つの詳細な考証を検
証するにはここでは紙幅が足りない。そこで，まず研
究史の中に本書の意義を位置づけた上で，前編と後編
の主要なテーマを中心に取り上げ，その考証方法の新
しさなどを紹介して行きたい。
　日本の労働問題研究では製造業の工場における研
究が長いこと中核であった。特に，日本の労働組合の
特徴と考えられていた企業別組合についてホワイトカ
ラーとブルーカラーの混合組合であることを重視した
二村一夫が小池和男の「ブルーカラーのホワイトカ
ラー化」説を取り上げて以降，このモチーフは 1985
年に発表されたアンドルー・ゴードン『日本労使関係
史』（岩波書店，2012 年）の原著に引き継がれ，市原博，
菅山真次らの研究に大きな影響を与えている。その後，
国内の産業における製造業のウェイトが相対的に低下
したこともあり，製造業の研究は日本の雇用システム
全体とは切り離して考えられるようになったが，製造
業のホワイトカラー史研究は少しずつ進んでいる。そ

こで多くの研究者が共有した問題関心はなぜ日本の
製造業ではブルーカラーとホワイトカラーの協力体制
が成立したのかということであった。本書の主軸であ
る「技手」はホワイトカラー技術者とブルーカラー現
業労働者の中間層であり，分野横断的に日本の製造業
の歴史に関心を持っているすべての研究者たちに
とっての主要トピックを扱っている。ただし，一つ注
意しておきたいのは，本書は「技手」だけを扱ってい
るのではなく，様々な階層のなかで技手を重視してい
るだけに過ぎないということである。
　「はしがき」では本書が当初「近代日本における経
営組織の形成」として研究構想されたが，「技手の時
代」にテーマ変更をしたことが明らかにされ，その問
題関心の推移を説明している。しかし，評者にはこれ
は前述の研究史の展開から考えても，テーマ変更とい
うよりは当初の問題関心が深化した必然の結果として
もっともコアな論点にスポットライトが当たったよう
に読めた。この点では「あとがき」で著者が個人的な
学恩の回顧も含めて奥田健二の研究の系譜に位置づ
けられたいと述べている希望の通りにその研究を継承
している。すなわち，奥田が 1960 年代に『IE』誌に
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連載したアメリカにおける科学的管理法の研究を通じ
て『労務管理の日本的展開』（日本生産性本部，1972 年）
に結実させた，アメリカ型のライン・スタッフ組織で
はなく，日本型のライン（現場）を重視する組織を理
論的に位置づけるという問題意識を発展させている。
なお，1990 年代に教育社会学と労働問題研究の一部
が近づいたことにも触れておきたい。少なくとも人を
育てるという一点において教育と企業内訓練は連続し
ている側面がある。具体な名前を挙げれば，乾彰夫，
竹内洋らの研究，ローゼンバウムの影響を受けた昇進
研究，菅山真次や苅谷剛彦，石田浩らの労働市場研究，
猪木武徳の研究がこの時期の代表といえるであろう。
　前編でのメイン・テーマは，学理的な研究を修めた
技術者，現場近くにいて技術を研究する技手，現場で
オペレーションに従事する労働者（職工），この三者
について学校教育の中で育成するのをどの層にすべ
きなのかという関係者のせめぎ合いである。労働史に
明るくない読者は，後編の各産業の主要な事業所の
ケース・スタディを先に読んで，工場内の階層組織の
実態を理解した上で，実業教育において何が問題にさ
れていたのかを考えた方が理解しやすいだろう。
　前編の小路実業教育史の特徴をいくつか列挙しよ
う。第一に，教育の中身や技能の中身についての議論
に踏み込んだ分析を展開している。第二に，学校教育
だけでなく，企業内訓練や徒弟制度を視野に入れてお
り，また卒業生の進路も分析されているため，実業教
育が社会の中でどのような位置づけを与えられたかを
押さえている。第三に，分析対象となる現場が多次元
にわたっており，教育政策・学校・工場が視野に収め
られている。特に，教育政策では大臣から担当官まで
を検討し，職能の違いから政策形成に与える影響を分
析している。第四に，同時代の技術論，技能論に目を
配っているため，教育・訓練思想史としても優れてい
る（なお，職分論や機会均等も主要な論点として検討
されているので，産業社会思想史，近代社会思想史的
側面もある）。第五に，ドイツやアメリカ，ロシアな
どを同時代人がどのように捉え，どこを摂取し，捨象
したのかという点に迫ろうとしている。特にあるアイ
ディアの系譜が日本の近世からあるものなのか，外国
から学んだものなのかを比較検討し，分からないとき
は両方の可能性が併記されている。これらの作業に

よって，我々は比較史的な視点の足掛かりを得ること
が出来る。第六に，人物中心の研究であるために，具
体的な人物がどう考えたかということが丁寧に検討さ
れており，これは同時代の研究を進める後進の我々に
とってはリソースフルである。おそらくは紙幅の都合
から人物索引も事項索引もないが，もし人物索引を作
成すれば，実業教育人物事典としても有用であろう。
また，教育は経済・社会・政治のあらゆる場面に関係
するので，この人物関係は相当，広い範囲の研究者に
とって役立つだろう。第七に，これは当然のことと思
われるかもしれないが，著者は三好信浩や佐々木英一
といった実業教育史の先達の業績を自家薬篭中のも
のにしている。一次資料や史実にだけ注目するのでは
なく，広く学際的に研究史や同時代の二次文献に目を
配り，しかしなお独立の道を往くのはそう容易ではな
い。
　読者はこれらの成果を踏まえることによって，なぜ
日本はドイツのような資格化社会（最近，よく言われ
るジョブ型社会）にならなかったのか，あるいは戦後，
実業教育ではなくなぜ普通教育が優勢であったのか，
といった問題を考える足掛かりを得ることが出来るだ
ろう。ただし，著者は資料から読み取れること以外へ
の考察に禁欲的なため，主要産業の動向や大正初期の
電気による第二の産業革命など経済史的な背景，ある
いは教育史的な背景を説明した上で時期区分を行い，
それぞれの時代背景と実業教育の関係が論じられて
いたら，読者にとってより分かりやすかったと思われ
る。たとえば，第 3章の冒頭で書かれている普通教育
と実業教育のせめぎあいという著者が提示した構図
は大変，刺激的であり，私見によれば，四六答申（1971
年の中央教育審議会による「今後における学校教育の
総合的な拡充整備のための基本的施策について（答
申）」）までの教育改革の流れの根幹を考える際の重要
な論点に繫がり得ると思われる。しかし，昭和期以降
については著者がどう位置付けているのかよく分から
ない。昭和研究会，協調会といった主要なプレイヤー
の提言が検討されており，材料としては十分なだけに，
仮説でもよいから，著者の見解を踏み込んで明らかに
してほしかった。
　後編は，海軍造船所（10 章），三菱造船所（11 章），
鉄道工場（12 章），芝浦製作所（13 章），逓信省（14 章），



日本労働研究雑誌� 97

電気産業（15 章），化学工場（16 章），製紙工場（17 章）
という 8つのケース・スタディである。本書で整理さ
れた組織と資格（身分），昇格の実態，技能養成など
は労務管理史や労使関係史において基礎中の基礎で
あり，新資料の発掘に加えて先行研究を整理した成果
は今後の研究を進める上での原点になるだろう。単純
にこれだけのケースを並べただけでも重要な功績であ
り，ここで扱われていない戦前の主要な移植産業は鉄
鋼と紡績，鉱山であろう。しかし，実はこのケースの
選択と配置はそれ自体が絶妙である。そこでこの分野
の先行研究とあわせてその意義を整理しよう。
　軍工廠は今までも関心を持たれ，兵藤釗や西成田豊
が取り上げて来た。幕末から継続している点も重要で
あるし，大正期以降，海軍工廠は科学的管理法の推進
者である。テイラーの組織論の実践としても興味深い。
三菱造船所も幕府から明治政府直営を経て三菱傘下
になった。既に中西洋の詳細な研究がある。鉄道につ
いては禹宗杬の労働側から見た労使関係研究がある
が，著者は経営側から労務管理という視点でまとめて
いる。芝浦製作所は民間企業の草分けで後に東京電気
と合併して現在の東芝になるが，小松隆二の組合研
究，近年では市原博の研究がある。逓信省は戦後，電
電公社と郵政省に分割されるが，電電グループは単に
電気産業だけでなく，後の IT産業にも繫がる結節点

である。また，電気産業は第二の産業革命と言われた
エネルギー革命の中核である。しかし，この二つの産
業はその重要性に比べて先行研究が少なかった。化学
工場は生産組織の発展段階論という観点から考える
と，装置産業として重要であり，山本潔がこの点から
分析している。同じく装置産業の製紙業は，田中慎一
郎の詳細な研究があるが，田中自身が 1950 年ごろに
十條製紙で職務給を導入し，また 60 年代には日経連
の能力主義研究の中心であり，本書に続く戦後の時期
を考察する際にも重要人物である。
　後編の議論の中核である資格制度は氏原正治郎，藤
田若雄らが扱った古典的トピックである。これは職能
資格制度を経てまさに現代的課題にもつながってい
る。この問題に関心がある方で事例を読み通すのが難
しい方は，最終章だけでも読むとよいと思う。
　本書は平易な文章で書かれているので，専門家以外
にも序章・8章・9章・終章を読んでほしい。労働史
研究者が全編必読なのは当然として，教育関係や職業
訓練の研究者・実践家，経済史・経営史・技術史の研
究者の間で読まれ，学際的に議論が深まって行くこと
を期待したい。

　本書は，男女共同参画が語られ女性の就労率自体が
上昇する中で，はたして①子育て中の女性の働き方が
変わったのかどうか，②その要因は何かについて，家
計経済研究所の消費生活に関するパネル調査（1993
～ 2008）のデータを使用して分析し，その結果にも
とづいて「子育ても仕事も」が可能な社会への提言を
行っている。

　著者は，計量分析を縦横に駆使しながら，統計デー
タの意味をひとつひとつ丁寧に読み解き，わかりやす
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く解説している。現代日本社会で子育て期の女性の就
労がどのような状況にあるのかを知る上で，学生の教
科書としても問題意識を持つ市民の読み物としても優
れているが，専門研究者にとっても示唆深い作品であ
ろう。本書は構成に優れ，議論をしっかり積み上げて
いる。先行研究の成果を手際よく紹介したうえで，
1960 年代生まれと 1970 年代生まれという 2つの女性
コーホートに戦略的対象を絞って，オリジナルな二次
分析を積み上げていることに敬意を表したい。
　まず，第 1章（「女性の社会進出」？）で，著者は
M字型カーブの底上げの意味について丁寧に説明し，
必ずしも出産・育児期の女性の就労継続の増加を示す
とは限らないこと，晩婚化・未婚化や早期再就職といっ
た文脈からの解釈も可能であることを示唆する。
　第 2章（結婚，出産・育児と女性の就業）では，結
婚前後と出産前後に問題を分けて，就業継続率を検討
している。結婚前後では，一貫して若い世代ほど継続
率が上がっていることが確認されるが，若い世代ほど
非正規雇用割合が高いため，結婚を挟んで正規雇用を
継続出来た女性はまだ少数であることに変わりはない
ことが明らかにされる。出産前後では，出産した年に
正規雇用であった女性の 8割が継続できているが，問
題は出産以前に辞めてしまうことであり，第 1子出産
1年後就業率は一貫して 25 ～ 30％程度で推移し，正
規雇用就業率は10～15％程度であることが示される。
よく出産で辞めると言われるが，じつは結婚から出産
までの間に辞めてしまうのである。ワーク・ライフ・
アンバランスの予期ゆえなのだろうか，そもそも自発
的に辞めるのか，辞めさせられてしまうのかは，ここ
ではわからない。
　第 3章では，女性の就業行動を説明する理論を，マ
クロ，メゾ，ミクロに分けて提示している。マクロ・
レベルとして，グローバリゼーションと福祉国家類型
論が紹介される。メゾ・レベルとして，二重労働市場
論と日本的労働市場構造論とマルクス主義フェミニズ
ム理論が紹介される。ミクロ・レベルとして，ストレ
ス論，人的資本理論，ダグラス＝有沢の法則，統計的
差別論が紹介される。ここは，やや教科書コラム的な
印象を受けた。
　第 4章（戦後の日本社会の歴史的文脈）では，この
3つのレベルに沿って日本社会の現状が記述される。

マクロの理論によって日本経済の動向と福祉国家とし
ての歩みを概説し，大沢真理による「男性稼ぎ主型の
生活保障システム」という概念を引く。メゾレベルと
して，労働市場の変化と非正規雇用の増大が述べら
れ，雇用機会均等法，育児休業法，介護保険制度，児
童福祉法改正，男女共同参画社会基本法などが，政策
的対応として紹介される。ミクロ・レベルとして，三
世代世帯の減少傾向，夫の家事育児参加は増えても低
調であることが確認され，労働市場に参入する人的資
本としての女性の高学歴化，世帯主男性の所得水準の
変化（1999 年まで増加，以後減少と増加の波），職場
の雇用慣行やコース別雇用管理など女性が活用され
ない現実が述べられる。そして，女性のライフコース
の視点が導入され，1940 年代生まれ，50 年代生まれ，
60 年代生まれ，70 年代生まれのコーホートが，それ
ぞれ直面した社会が描かれ，背景要因として提示され
る。
　第 5章（出産・育児期の女性の就業行動とその変化
は，どのように説明されるのか）では，まず先行研究
から，①女性の学歴効果は 1960 年代生まれ以降に見
られること，②夫の収入が高いと育児期の女性の就労
が抑制される傾向があること，③親族との同居による
サポート効果は育児休業と保育所の利用に置き換えら
れつつあること等が紹介され，そのうえで 1960 年代
生まれと 1970 年代生まれについて詳細な分析を行い，
興味深いオリジナルな知見を提出している。①学歴効
果は 1960 年代生まれにのみ見られ，70 年代生まれに
は見られない。その理由は，60 年代生まれの大卒女
性は半数近くが継続可能な正規雇用につけたからで
ある。②第 1子出産 2年前からの就労継続は，正規雇
用，特に官公庁勤務で高い。③出産 1年後の就業には，
専門職で働きやすい職場と子育てサポートが有意であ
る。④出産 10 年後の就業には，初職が有意である。
これらのことから，働き続けられる職場・仕事につけ
た人だけが働き続けられていること，および出産の前
と後では異なる要因が作用していることを明らかにし
た。
　第 6章（出産後からポスト育児期にかけての就業
キャリア）は，著者の独自の分析が光る学術的価値の
高い章である。
　幼児に手がかかる時期は過ぎたが教育面などで配
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慮が必要な時期を「ポスト育児期」と名付け，出産後
の就業状況を 1960 年代生まれと 1970 年代生まれに分
けて年ごとに追跡した。まずイベントヒストリ法を用
いて，6割近い女性が子どもの小学校卒業頃までに非
正規雇用につくことを明らかにし，次にカプラン・マ
イヤー法を用いて，再就職は 1970 年代生まれのほう
が非正規雇用での早い復帰の傾向があること，本人学
歴は有意でなく，夫の収入と育児サポートが左右して
いることを明らかにした。そしてコックス回帰分析に
より，初職が事務職より専門技術職のほうが再就職す
る確率が高いことも示した。
　さらに「再就職後のキャリア形成」の問題にも，多
項ロジット分析を用いて迫る。非正規雇用から正規雇
用に変換しにくいのは，販売・サービス職や技能・労
務職であった。また非正規雇用から退職してしまうの
は，末子年齢が小さい場合であった。第 1子出産時に
就業していた女性の在職率は，5年後に 87.6％，10 年
後に 77％，15 年後に 69.2％と比較的堅調であるが，
それでも離職してしまうケースの要因には，技能・労
務職であることや親が遠くにいてサポートを受けられ
ない，末子年齢が低いことなどが検出された。
　これらの分析結果をふまえて，著者は日本で就労継
続に重要な役割を果たしているのは，「学歴」ではなく，
「職種」であると言う（p.123）。データ分析から出て
きた重要な認識である。
　第７章では，シングルマザーの就業キャリアについ
て分析を行っているが，分析対象となるサンプルが少
ないため，実数（N）が小さいという問題があるよう
に思われた。一般に日本のシングルマザーは就業率が
高いのだが，就業していても厳しい経済状況に置かれ
ているのは，不安定で低賃金の非正規雇用のためと言
われている。著者は，子どもを抱えた離死別ケース
134 例（正規雇用 34％，非正規雇用 40％）を分析し，
シングルマザーになった年に非就業，非正規雇用，自
営だった人について，5年後にその 68.8％が正規転換
できていないこと，5年後までに退職してしまった場
合の要因として，失業率が高いとき，再婚したとき，
末子年齢が低いときを抽出している。そして，安定し
た良い仕事と長時間労働との結びつきが問題であると

述べている。
　最後に第 8章で，「子育ても仕事も」が可能な社会
への提言を行っている。日本では，幼い子どもを持つ
女性の就業率が諸外国と較べて低く，学歴もプラスに
働いていない。オランダやスウェーデンのような子育
て期の安定した短時間勤務という選択肢もない。働き
続けられる職場とそうでない職場に分離しているので
ある。分析をふまえた提言（p.155）は，①「安定した，
よい仕事」を働く時間に柔軟性のある働き方にするこ
と，②「安定した，よい仕事」にキャリアの途上から
参入するルートをつくること，である。そして，老親
に育児支援を頼らねばならない日本の状況をこえて，
働き方の柔軟性を実現することこそが鍵であり，たん
に保育園を増やし保育時間を延長することでは解決出
来ないとしている。保育園は，子どもの集団保育を受
ける権利の問題として捉えられるべきであると言う。
　評者は，この提言に賛成であり，またオリジナルな
分析に基づいてなされている点も高く評価したい。そ
の上で敢えて欲を言えば，以下の点を次の課題として
検討していただけたらと思う。
　1）女性だけでなく，男性も「子育ても仕事も」可
能な社会にするために，何が鍵なのか，分析を重ねて
ほしい。男性も育児をしたいと思ったら仕事を辞めざ
るを得ないケースがあると思われる。
　2）柔軟で安定的な雇用を女性にという主張自体は，
必ずしも新しいものではない。具体的にどのような制
度形成をすべきなのかについて，政策論的な議論にも
踏み込んでいってほしい。
　3）計量分析では，やはりミクロ・レベルの要因連
関が扱われているという印象を受けたが，折角マクロ
とメゾにも視野を広げているので，今後の課題として
いただけたらと思う。それは 2番目の議論とも関わる
ことであろう。
　とはいえ，本書が入門書としても専門書としても確
かな手応えを与えてくれることは疑いなく，著者の今
後の研究の発展に大いに期待している。
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　経済社会のグローバル化，大学教育のユニバーサル
化の中で改めて，大学教育とし

・

ご
・

と
・

との関係が社会的
な関心を集めている。この問題に，職場での能力発揮
という視点を明確に組みいれて実証的にアプローチす
る，という野心的な試みが本書である。ただし後述の
ように評者には本書全体の論理的流れを十分に理解
できなかったので，あるいはフェアな紹介になってい
ないかもしれないことをあらかじめお断りしておく。

1　なりたちと構成

　本書の分析の基礎となっているのは，2012 年にお
こなわれた大卒社会人を対象としたウェブ調査であ
る。民間のウェブ調査会社に登録したサンプルのうち
3000 人から協力を得て，さらに 25 ～ 29 歳の若年層
である 1000 人を抜き出したサンプルが分析の基礎と
なっている。これまで大卒社会人の調査を行うには，
対象を確保しにくいことが大きな制約となってきた。
この研究は電通育英会の資金を得て，商業的なウェブ
調査会社を利用することによってこの問題を回避した
だけでなく，かなり詳細な質問項目（本書には示され
ていないが）を使うことができたようだ。他方でこう
した商業調査会社に登録しているサンプルを用いるこ
とへの批判もあるかもしれない。
　本書の構成は以下のとおりである。第 1章　躍進す
る組織人の探究：大学時代の経験からのアプローチ
（中原淳）／第 2章　「経営学習研究」から見た「大学
時代」の意味（中原淳）／第 3章　大学時代の経験か
ら仕事につなげる：学校から仕事へのトランジション
（溝上慎一）／第 4章　大学生活と仕事生活の実態を
探る（河井亨）／第 5章　就職時の探究：「大学生活
の重点」と「就職活動・就職後の初期キャリアの成否」
の関係を中心に（木村充）／第 6章　入社・初期キャ
リア形成期の探究：「大学時代の人間関係」と「企業

への組織適応」を中心に（舘野泰一）／第 7章　初期
キャリア以降の探究：「大学時代のキャリア見通し」
と「企業におけるキャリアとパフォーマンス」を中心
に（保田江美・溝上慎一）／第 8章　総括と研究課題（中
原淳・溝上慎一）
　第 1章，第 2章，第 3章は，従来の研究のレビュー，
大学教育と職業との関連に関する既存研究，現実の背
景の整理，分析の枠組み，課題の設定にあてられてい
る。様々な論点が語られているが，端的にどこで本書
全体の分析枠組みと研究課題が示され，それと実証分
析の各章がどのように対応するかを読み取るのは容易
ではない。いわば様々な「伏線」が，あちこちにはら
れているとも読むこともできる。
　続く第 3章から第 7章が実質的な実証分析の結果が
述べられている。形式的には，データの概観に続いて，
就職，入社・初期キャリア，初期キャリア以降，と順
をおって分析が行われていることになるのだが，実際
の内容は必ずしもそうした枠組みに従っているわけで
はなく，それぞれ独自の方法による，独自のストーリー
が語られているといったほうが適当であろう。

2　主な発見

　以上のようなことから，私が本書全体の筋書を十分
に理解することができているかに自信はないのだが，
個々の実証分析から私が汲み取ることができた重要
な知見を簡単に整理すれば以下のようになろう。
　第一は，キャリア意識，大学での学習・生活，そし

中原　　淳・溝上　慎一 編
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て就職してからの職場での能力発揮，という三つの要
因の間に有意な関係があるという点（おもに第 7章）
である。大学入学前あるいは大学の初年次での自己認
識，将来のキャリアへの意識，そしてそれに対する学
習の意義に対する理解が，学習行動，そして生活に大
きな影響を与えることはこれまでの研究でも明らかに
されてきた。本書の結果も基本的にはほぼそれを確認
している。
　これまでの研究で必ずしも明らかではなかったの
は，そうした要因が職場の中での意識や行動にどのよ
うな影響を与えているかという点である。それを本書
では，質問票から導出された職場での「組織社会化」
「能力向上」「革新行動」といった変数を用いることに
よって示そうとしている。そして分析結果を見る限り，
ある程度の重要な関係があることが示されたようにみ
える。
　ただし不思議なのはこの能力発揮を示す変数がど
のように構成されたかについては明確に述べられてい
ない点だ。この調査では職場での自分の能力，達成度
の自己評価についての詳細な質問項目が設定されて
おり（第 4章），そうした項目から導出されたものと
思われるが，その過程が明確に述べられていないので，
いわば，この研究の「売り」ともいうべき点について，
さらに立ち入った議論ができない。
　第二は，大学の学習以外の活動が，重要な役割を果
たしている点である。特に第 5章では，大学生活の重
点を聞く質問項目で「豊かな人間関係」をあげた回答
者が，一般的に大学生活への満足度，就職活動，そし
て就職してからの処遇について，肯定的にとらえる傾
向が高いことを示している。また学業よりも，正課外
の活動にも一定の時間を使った回答者のほうが，こう
した点で肯定的な回答をする傾向が強い，という結果
が得られた。これも私どもの行った調査とその分析の
結果とも一致する。
　最近の大学教育改革への動きの中で，学習時間だけ
でなく，「厳格な成績評価」など，形式的な学習課程
の統制を過度に重視する動きがある。また個性重視の
傾向の中で，逆にうちに引きこもる傾向が助長されて
いる傾向もないわけではない。そうした点からみれば，
大学教育は専門分野の知識の獲得だけでなく，さまざ
まな活動や人間関係にきょうみをもち，参加していく

ことが卒業後の生活につながる，という論点は重要で
ある。
　ただしもう一方で，ここで観察された関係は必ずし
も因果関係を示すものではないことにも留意しておく
必要があろう。もともと未知の人や環境と交わること
に積極的な人は，大学生活でも職業生活でも満足度が
高い，ということを反映している可能性も高い。
　第三に，こうした点からも，学生の志向性が，大学
教育を媒介として，どのように職業生活に影響を与え
るか，という点が問題となる。この点については第 4
章の分析結果が示唆的である。ここでは大学生活にど
のような重点をおいたか，そして大学在学時の交際の
パターン，の二つを独立変数とし，職場での能力発揮・
達成として「職務役割の知識」「政治人間関係の知識」
そして「組織全体の知識」の三つの指標を従属変数と
して，関連を調べたところ，いくつかの有意な関係が
みられたことを示している。
　これについて筆者は，授業や授業外での人間関係の
あり方が，職場での適応や職務知識能力に影響を与え
るのではないかと述べている。この部分が本書の中で
ほとんど唯一，大学の教育のあり方が分析に有機的に
組み込まれている部分であり，重要な知見だと思う。
しかしこの推論は直接には実証研究から導きだされて
いるわけではない。しかも，上記の統計的な関係も局
部的に見出されるにすぎず，統計的に有利であっても
絶対量はかなり小さく，解釈も必ずしも自明ではない
ことには留意しておきたい。

3　疑　問

　以上を通じて，本書全体への率直な疑問を提出して
おきたい。
　第一に分析の枠組み，あるいは本書のタイトル，が
本書の内容に一致しているか，という点である。本書
の冒頭には，就業のトランジションに関する文献がア
メリカのものを中心としてかなり詳細に解説されてい
るが，それと後半の実証分析の部分が論理的につな
がっているとはいえない。もともとトランジションに
は大学から職業への「過程」と，個人の能力のうえで，
前者で身に着けたものと後者で発揮されるものとの
「関係」の側面がある。枠組みで語られているのは主
に前者であり，実証研究が問題としているのは後者で

● BOOK REVIEWS
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はないか。もちろん両者には関係があるのだが，それ
は明確に整理されているわけではない。結果として分
析枠組みというよりは，多数の「伏線」が錯綜するこ
とになったようにみえる。それが本書の学術的な貢献
をも見えにくいものにしている。
　第二に，因果関係の問題がある。本書の実証分析の
全体の一つの解釈のしかたは，一般に自分の将来につ
いて一定の積極的な考えをもち，大学生活においても，
学業だけでなく学業以外の活動でも積極的な学生が，
職業に入っても高い職業能力を発揮し，満足度も高い，
ということになろう。逆にそうした資質にかける「オ
タク」的な学生の職業上の達成は低い。こうした分析
結果はこれまでの調査でも見られてきた。しかしこれ
は，必ずしも因果関係を示すものではない。むしろ個
人的な資質や家庭背景，大学入学前までの学習によっ
て，大学とそれ以後の進路は決定される，と解釈する
ことも可能となる。これは個人の資質と能力のいわば
決定論に通じることにもなる。
　第三に，これに関連して重要な論点は，この研究が

大学教育へどのような含意をもつのか，という点であ
る。分析の一部では，参加型学習の意義などが議論さ
れていることは事実だが，それはデータ分析から直接
に導出されるものではなく，一つの推論に過ぎない。
この研究の枠組みには，大学の教育のあり方（それは
必ずしも授業の方法のみを示すものではない）が十分
にとりいれられていないこと自体から発生しているの
ではないか。
　私自身は，本書の各部分を何度か前後に読み返して
みて，やっとある程度，論点が理解できたように思う。
そうしてみると，面白い論点も多く，刺激を受けた点
も少なくないし，重要な貢献になり得ると思う。過剰
な関連研究レビューから生じる錯綜した「伏線」にた
よらず，本筋を明確にして，結果とその含意をもう少
し分かりやすいものに整理してもらえば，今後のこの
分野の研究の発展に重要な意味をもつと思うのだが。

　本書は，アメリカの 1990 年代の福祉改革が低所
得の女性の生活や労働に及ぼした影響を，文献サー
ベイを通じて明らかにすることを試みたアメリカ現
代史の研究者である佐藤千登勢氏による労作であ
る。私は労働経済学と呼ばれる分野の研究者で，計
量経済学的手法を用いて労働市場に関する研究を
行っており，社会保障分野の専門家ではないし，筆
者とは研究手法も異なる。よって，ここでは内容を

紹介し，経済学者の視点から感想を述べることにし
たい。
　本書が取り上げる 1990 年代の福祉改革とは，
1996 年 8 月に成立した個人責任と就労機会調整法
（Personal�Responsibility�and�Work�Opportunity�
Reconciliation�Act，以下，1996 年福祉改革法）を
基本法として，クリントン政権下で始められた動き

　かねこ・もとひさ　筑波大学大学研究センター教授。高
等教育論専攻。
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を指す。福祉受給者数を減らし，政府の財政負担を
軽減することがこの改革の目的の 1つであり，1996
年福祉改革法は，期待された通りの成果をあげたと
一般的に評価されている。しかし，この改革を成功
とみなす人たちは，貧困家族への一時的扶助
（Temporary�Assistance� for� Needy� Families,�
TANF）の受給者数や支出額の減少をその根拠とし
て挙げているが，実際に福祉を離れた人が，その後
どのような仕事に就き，いかなる生活をしているの
かまで視野に入れて評価をしていないことに，筆者
は警鐘を鳴らす。
　第 1章（1996 年福祉改革法とジェンダー：福祉
受給者としての女性）では，1996 年福祉改革法に
定められた，結婚，妊娠・出産，子供の養育義務，
保育に関する規定に見られる「ジェンダー規範」に
ついて明らかにしている。そして，それらは，必ず
しも，福祉受給者である貧しい女性が直面している
問題を解決してはいないと筆者は指摘する。
　第 2章から第 5章では，主にカリフォルニア州を
事例として取り上げている。第 2章（福祉改革と就
労支援：女性福祉受給者の低賃金労働への就労）で
は，福祉受給者がどのような就労支援を受け，いか
なる仕事に就いているのかを明らかにしたうえで，
社会福祉制度や労働市場が抱えている問題との関
連性を論じている。福祉受給者の就労状況は向上し
たものの，現実には，就職後の自助努力だけでは，
福祉を離れた人々が低賃金就労から抜け出すこと
は難しく，フードスタンプや住宅補助，メディケイ
ドに頼り続け，結果的にTANF以外の公的扶助の
支出が急増し，財政上の負担は減らないという皮肉
な状況が生まれたと筆者は指摘する。
　第 3章（福祉改革と市民権：1996 年福祉改革法
の移民への影響）では，1990 年代の福祉改革が移
民に及ぼした影響を紹介するとともに，福祉と市民
権をめぐる問題の変化について考察されている。
　つづく第 4章（メディケイドの削減と介護労働：
カリフォルニア州在宅支援サービスとジェンダー）
と第 5章（メディケイドの削減と労働運動：ホーム
ケア・ワーカーの組織化）では，カリフォルニア州
の在宅支援サービスの実態を紹介し，以前に福祉を

受給しており，就労支援によってホームケア・ワー
カーとして働くようになった女性も少なくなく，福
祉改革により社会福祉制度から離れた人々が，低所
得の高齢者や障がい者に低コストの介護サービス
を提供し，公的な介護制度を支えているという皮肉
な構図のあることを筆者は指摘する。そして，ジェ
ンダー中立的な社会福祉制度と労働市場の確立の
必要性を訴えることで，稿を結んでいる。以上が本
書の概要である。
　最後に，感想を述べたい。経済学者が法律導入の
影響，すなわち政策効果を議論する際には，ある政
策 xから結果 yへの因果関係を抽出できる分析モデ
ルを設定する。特に，政策介入を受けた場合の結果
y（1）と受けなかった場合の結果 y（0）が同一個人
に関して存在する分析フレームワークのなかで政策
効果を推定することが強く意識されるようになって
いる。これは，counterfactual�outcomes�model あ
るいは Rubin�causal�model と呼ばれる。1996 年福
祉改革法が目指す社会モデルは実現が困難である
ばかりでなく，矛盾をはらむと，同法に対する筆者
の評価は厳しい。しかし，観察される事象は同法以
外の政策プログラムや経済トレンドの影響等，様々
な要因が複雑に絡み合って生み出されたものであ
る。であるからこそ，上述のフレームワークで分析
された研究があるのであれば，あわせてサーベイを
することで，同法導入の効果の異なる側面もみられ
たのではないかと思う。
　また，筆者はあとがきのなかで「日本の社会福祉
制度のあり方を照らし出す「鏡」としてアメリカの
経験を学ぶことに，同時代的な研究の意義があるの
ではないかと考えている（p.�176）」と述べている。
私もまったく同じ意見である。だが，日本とアメリ
カの社会構造には大きな違いがあることは否定でき
ない。本書で丁寧にまとめられた異なる社会構造を
もつアメリカの経験から，私たち日本人が何を学び，
日本の社会保障制度に直接どのように活かしていく
べきなのか，筆者の意見をもっと知りたかったとい
う思いは残される。それでも，本書が綿密かつ丁寧
な文献研究であり，一読に値する良書であることは
間違いないであろう。
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